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原発のコスト計算
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原発のコスト

•コスト計算（今回のテーマ）
• 発電コストは○円/kWh
• 原発は安い、⾼い
• 将来の費⽤ 等

•費⽤負担
→ ⼀体誰が⽀払うのか？
※ 誰が⽀払うのかは、決定的に重要。
※ 被害や対策については「汚染者負担原則」が基本。
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原発のコスト計算

• LCOE
• 平準化発電コスト
• 将来価値を現在価値に評価して⾜し合わせ、期間中の発電電⼒量で割
る。（1kWhあたりのコスト）
• 福島原発事故後、社会的費⽤（事故リスク対応費⽤と政策経費）を考
慮するようになった。
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資本費 ＋ 燃料費 ＋ 運転保守費 ＋ 社会的費⽤【円】

総発電電⼒量【kWh】
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原発のコスト＝発電コスト

資本費（建設費）
燃料費

運転・保守費

事故リスク対応費用
政策費用

原発事故費用

追加的安全対策
費用

技術開発費用

立地対策費用

＋社会的費用

バックエンド費用
（使用済核燃料の処理・処分、廃止措置）

原発特有
超長期・世代をまたぐ
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政府の2015年試算

9
出所：発電コスト検証ワーキンググループ（2015）「⻑期エネルギー需給⾒通し⼩委員会に対する発電コスト等の検証にう関する報告」5⽉、p.12



現時点での福島原発事故の出費額（概算）
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項目 金額(億円)
損害賠償費用 賠償費用 7.9兆円

賠償対応費用 0.1兆円
原状回復費用 除染費用等 4.2兆円(*)

中間貯蔵施設 1.6兆円
除去土壌・汚染廃棄物の最終処分 ？
帰還困難区域の除染 ？

事故収束廃止費用 「廃炉・汚染水対策」 8.0兆円
燃料デブリの処分 ？
国の対策 0.2兆円

行政による事故対応費用（除染を除く） 1.5兆円
合計 23.5兆円



原⼦⼒施設の廃⽌措置と放射性廃棄物
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事故発⽣による放射性物質
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放射性廃棄物処分の現状

13出所：原⼦⼒市⺠委員会（2017）『原発ゼロ社会への道 2017 ─脱原⼦⼒政策の実現のために』、p.113

• 安全規制⾃体が作成され
ていないものが多い。

• 処分地もほとんどで未定
である。

• このほか、使⽤済MOX燃
料が、ほとんど議論がさ
れないまま事実上の⻑期
保管がされている。（こ
のまま⻑期の管理処
分？）



放射性物質対策・事後対策で必要とされる費⽤
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エネルギー基本計画と原発のコスト
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エネルギー基本計画と原発のコスト
• 発電コスト検証ワーキンググループ

• 2021年3⽉31⽇（第1回）〜 2021年4⽉26⽇（第5回）
• 毎週実施し、計算結果、最終とりまとめに向かうと考えられていたところ、1ヶ⽉以上、開催

されていない。

• 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
〜 新エネルギー基本計画を策定する作業を実施
• 2020年10⽉13⽇（第32回）「エネルギー基本計画の⾒直しに向けて」（資料）を配
布、議論開始

• 2021年5⽉13⽇（第43回） カーボンニュートラルのシナリオ分析（中間報告）を
議論して依頼、開催されていない。

• 2021年6⽉30⽇（第44回） 複数の団体のシナリオ・モデル分析についてのヒアリ
ング。
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原⼦⼒が衰退する理由

•安全規制強化
•建設費、安全対策費の上昇
•再⽣可能エネルギーの急増
•電⼒システム改⾰
→ 電⼒⾃由化・競争激化

17



原⼦⼒はマイナー電源へ

18出所：エネルギー⽩書2021, p.134 (https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2021/pdf/)

基幹電源でも
ベースロード電源で
もない。

発電量は40年以上前
の⽔準



再び強調される原発安価論

出所：資源エネルギー庁（2021）「2030年に向けたエネルギー政策の在り⽅」4⽉22⽇（第41回総合資源
エネルギー調査会基本政策分科会、資料1）p.67

• 震災前と同じことを繰り返
し述べている。

• はじめから低廉であること
になっている。
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原発のコストについての審議状況

•発電コスト検証ワーキンググループ
• 第3回会合（2021年4⽉12⽇） 原⼦⼒について議論

•総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
（2021年5⽉13⽇）・・シナリオ分析
→ 原発の想定はどうなっているのか。
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エネルギー基本計画の変遷と原⼦⼒
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背景 安定供給性 経済性 環境適合性 原⼦⼒の位置づけ

第1次
2003年

1999年JCO事
故

○ × △ 地球温暖化対
策に資する

基幹電源
準国産エネルギー

第2次
2007年

2004、5年：
再処理、バッ
クエンド事業
に関する資⾦
確保問題。
原⼦⼒⽴国計
画（2006年）

○「供給安定性
に優れた基幹電
源であるが、度
重なるトラブル
等が⽣じると電
⼒需給の逼迫が
⽣じる懸念があ
る。」

× ○⼆酸化炭素を排
出しないクリーン
なエネルギー源

基幹電源
純国産エネルギー
2030年にむけた既設炉の建て替えのための環
境整備

第3次
2010年

⺠主党政権
鳩⼭イニシア
チブ（2020年
25％削減）

○ ○ ○運転時には温室
効果ガスの排出も
ない

供給安定性・環境適合性・経済効率性を同時
に満たす基幹エネルギー
準国産エネルギー。2020年までに9基新増設、
2030年までに14基以上の新増設。

第4次
2014年

福島原発事故
（2011年）

○ ○「発電（運
転）コスト」
が低廉

○運転時には温室
効果ガスの排出も
ない

「安全神話」に陥ったことへの反省
ベースロード電源
原発依存度を可能な限り低減

第5次
2018年

福島原発事故
（2011年）
パリ協定
（2015年）

○ ○「運転コス
ト」が低廉

○運転時には温室
効果ガスの排出も
ない

「安全神話」に陥ったことへの反省
ベースロード電源
原発依存度を可能な限り低減



シナリオ分析における想定（原⼦⼒）

IEA/NEA(2020)は、対策をと
ればこの程度にOvernight 
Cost(利⼦や建設期間を想定
していない仮想的な建設費）
が下がるはずであるという予
想をしたもの。

現実の発電コストとは⾔い難
い。

→実態に合わせるべきではな
いか。

出所：秋元圭吾・佐野史典（2021）「2050年カーボンニュートラルのシナリオ分析（中間報告）」5⽉13
⽇（第43回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会、資料2）p.32 22



シナリオ分析、モデル計算の要

•シナリオ分析のモデルの構造
• ⽭盾ないようなモデルが構築されている必要がある。
• トップダウンモデルとボトムアップモデルを組み合わせるのは難しい。

•シナリオ分析の前提となる想定
• 想定が現実にそぐわなければ、結果も現実にそぐわなくなる。
• 想定の⼩さな積み重ねが、結果に⼤きく影響する。
• コストによって特定技術が選択されるモデルであれば、コスト想定が
重要になる。
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どのような想定がされているか

• 再エネに関しては、価格低下が⾒込める根拠があるにもかかわらず、
「保守的」に計算する、つまり、⾼めの想定が⽤いられている。
• 他⽅で、原⼦⼒については、価格低下が⾒込める根拠が具体的に⽰
されないにもかかわらず、「野⼼的」に計算する、つまり、安めの
想定が⽤いられている。

→ 再エネには厳しく、原⼦⼒には優しく が基本となっている。
想定の度合いは、エネルギー間で同じ程度にしなければならない。
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経産省腹案で計算すればどうなるか
─ 発電コスト検証ワーキンググループの議論
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今後予想される展開

1. 2015年以降明らかになった費⽤を⽤いて、公開されているエ
クセルシートで計算すると、原発のコストは⾼くなる。

2. 発電コスト検証WGでは、
• 原発コストを低く⾒る⽅向で検討が⾏われている。
• 委員からの疑問にまともに答えていない。

3. 経産省の説明をそのまま計算に反映すると、2015年政府計算
とほぼ同じコストになる。
→ 「他電源と遜⾊ない」という結論？
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追加的安全対策費、燃料費の想定を直近の状況に合わせて変化させ、2020年
を起点として再計算した場合の試算例

素直に計算すると、社
会的費⽤を含めた場合、
最も⾼いのは⽯炭⽕⼒、
次いで原⼦⼒である。

※ 社会的費⽤は、事
業者が未払いであるこ
とに注意。



経産省腹案に基づく発電コスト試算

2015年の試算
建設費単価 37万円/kW
追加的安全対策費 601億円
設備利⽤率 70% 80% 70%
事故費⽤ 9兆1088億円 16兆円程度？(詳細不明）
発電コスト 10.1円/kWh 10.0円/kWh 11.0円/kWh

2021年の経産省腹案
37万円/kW
1204億円

注：筆者（⼤島）作成。「経産省腹案」は、発電コスト検証ワーキンググループで⽰された
数値をピックアップしたもの。⾚字は、これに基づく計算結果。

•現時点で報告されている想定を⽤いて計算すると、原発
のコストは、2015年試算とほぼ同じになる。
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経産省腹案のポイント1 建設費
• 建設費を2015年想定と同じ（物価反映）と想定している。
• その根拠として、委員の⼀⼈（松尾⽒）が提供した資料が⽰されている。
• ここでは、インド、韓国が「継続的にプラント建設を続けた」ため低い⽔準。アメリカでは「規制

が強化されたことや建設期間が⻑引いたこと等に伴い」コストが急上昇と説明されている。
→ 国によって違うので、⽇本は2015年想定と同じで良い、という資源エネ庁の根拠となっている。
• 松尾⽒資料p.4 はLovering et al (2016)に基づいている。この論⽂に対しては批判論⽂が複数あり、

データの扱い⽅等に問題があり、結果に信憑性が⽋けることが指摘されている。むしろ、世界的に
みて、建設費上昇の傾向は、他の査読論⽂によって明らかである。

• また、⽇本においては、「 規制が強化されたことや建設期間が⻑引い」ているのだから、アメリ
カのようにコストが急上昇するとみるべきである。

• なお、松尾⽒は、1980年頃以降、発電所建設単価は概ね安定的に推移したとしているが、追加的
安全対策費を加えた原発の資本費は、1980年以降に建設された原⼦炉でも上昇傾向を⽰している
ようにみえる（図参照）。
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Lovering et al(2016)に対する批判点

•情報に信頼性がない
• コスト低下が⾒られる韓国については事業者の情報のみに依拠してお
り信頼できない。

•再エネに対する表⾯的評価
• ⼯場で作られる再エネは⼤幅なコスト低下
• オンサイトで建設される⼤規模発電（原⼦⼒）は上昇トレンド

•原発のコスト上昇のトレンドを⾒誤る。
• 建設期間の⻑期化
• 利⼦
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出所：松尾雄司（2021）「原⼦⼒発電に係る実績データについて」4⽉12⽇（総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ、第3
回会合、資料5）,p.5
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出所：松尾雄司（2021）「原⼦⼒発電に係る実績データについて」4⽉12⽇（総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ、第3
回会合、資料5）,p.5
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• 過去のkW当り建設費単価の近似曲線を描くと、全ての商⽤原発建設費の線形近
似でも、標準化が完了した1980年代以降の建設費の線形近似でも右肩上がりの
推移が⾒られる。

• 2015年試算では120万kWの原発建設に4400億円とされた。つまり、37万円
/kWだが、現実の推移をみれば明らかに過⼩⾒積もりである。

• ⼯期が⻑くなり、タイムラグが⼤きなっていることから、建設費と安全対策費
の合計で60万円/kW（7200億円）程度を⾒込むべきではないか。
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経産省案のポイント2：追加的安全対策費
• 追加的安全対策費を少なく⾒積もる。
• 適合性審査を申請している原発の追加的安全対策費平均は約1800億
円としている。（※電⼒会社の発表からすると2200億円程度と考え
られる。どの発電所がいくらになっているのかわからない。）
• 加えて、設計時にとりこむことができる対策とするものの費⽤は除
外している。その結果、追加的安全対策費が1204億円になったとし
ている。
→追加的安全対策とされる項⽬がそれぞれいくらか不明である。
→具体的にどのような根拠があっていくら差し引かれているのか不明
である。
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出所：資源エネルギー庁（2021）「発電コスト検証WG【原⼦⼒】」4⽉12⽇（総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ、第
3回会合、資料2）,p.9

それぞれの
⾦額と除外
する根拠が
不明である。
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出所：資源エネルギー庁（2021）「発電コスト検証WG【原⼦⼒】」4⽉12⽇（総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ、第
3回会合、資料2）,p.10

それぞれの
⾦額と除外
する根拠が
不明である。
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経産省案のポイント3：事故費⽤を少なく⾒積もる

• ⽇本経済研究センターの試算（事故費⽤35〜80兆円）を、具体的根拠なく、また反論の
機会を与えず、⼝頭で⼀蹴している。
※ 最低ケース（35兆円）では廃炉せず、汚染⽔海洋放出オプション。

• 結果、福島原発事故の費⽤を2016年の東電改⾰1F問題委員会が⽰した21.5兆円としてい
る。

• 21.5兆円はモデルプラントに合わせて「補正」されることから、ごく簡単に試算すると、
16兆円程度にしようとしているのかもしれない。

• 含まれていない費⽤がある。
21.5兆円には、燃料デブリやそのほかの放射性物質の処分費⽤が含まれていない。放射

性物質量は膨⼤である。例えば、L1廃棄物をみると、原発(PWR)1基廃炉にした場合に⽣
じる放射性廃棄物の1400倍に達する。また、除去⼟壌の最終処分費⽤も含まれていない。
※ ごく簡単に処分単価を掛け合わせるだけで総額8兆円になる。（⾮常に楽観的な想定）
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事故でどの程度の放射性廃棄物がでるのか

出所：⽇本原⼦⼒学会（2020）「国際標準からみた廃棄物管理─廃棄物検討分科会中間報告─」7⽉、p.19
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福島原発事故は、これまで考えられてきた量を⼤きく
こえる放射性廃棄物をうみ出した

電気事業連合会(2007)「原⼦⼒発電施設廃⽌措置費⽤の過不⾜について（補⾜資料）」
総合資源エネルギー調査会電気事業分科会第6回原⼦⼒の発電投資環境整備⼩委員会資
料3



経産省案のポイント4：事故費⽤単価の計算⽅法

• 2011年政府計算では、共済⽅式を採⽤。
• 2015年政府計算から、共済⽅式を採⽤する、としつつも、実際
には事故発⽣頻度の考え⽅を導⼊。
1）その上で、事故発⽣頻度が2分の1になった、と評価。
2）他⽅で、リスクプレミアムについては計算していない。

•したがって、原発事故費⽤単価を引き下げる⽅向でしか検討し
ていない。
•今回もこれを踏襲。
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経産省案のポイント5：設備利⽤率を⾼く想定する。

• 設備利⽤率を⾼く想定する。
• 松尾⽒は、再稼働原発9基の直近の設備利⽤率が80％になっている
と報告している。また、他国では90％を超える時があるとしている。
• そこで、80％も計算に当たって⽤いる（と考えているのかもしれな
い）
→ 現実は違う。
• 再稼働原発9基は直近数年だけ設備利⽤率が⾼い。過去の実績を⾒る
と70％を切っている。したがって、訴訟がなくとも、70％を基準と
みて⼗分保守的である。
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出所：松尾雄司（2021）「原⼦⼒発電に係る実績データについて」4⽉12⽇（総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ、第3
回会合、資料5）,p.8
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Unit Type Model RUP [MWe] Data 
Completeness % LF [%]*

MIHAMA-1 PWR WH 2LP 320 100 48.31
MIHAMA-2 PWR M (2-loop) 470 100 57.67
MIHAMA-3 PWR M (3-loop) 780 98 57.31
OHI-1 PWR WH 4LP 1120 100 55.76
OHI-2 PWR WH 4LP 1120 100 61.69
OHI-3 PWR M (4-loop) 1127 97 66.29
OHI-4 PWR M (4-loop) 1127 96 69.08
ONAGAWA-1 BWR BWR-4 498 100 52.16
ONAGAWA-2 BWR BWR-5 796 96 46.74
ONAGAWA-3 BWR BWR-5 796 95 35.16
SENDAI-1 PWR M (3-loop) 846 97 74.35
SENDAI-2 PWR M (3-loop) 846 97 74.93
SHIKA-1 BWR BWR-5 505 96 47.35
SHIKA-2 BWR ABWR 1108 93 19.29
SHIMANE-1 BWR BWR-3 439 100 64.12
SHIMANE-2 BWR BWR-5 789 97 59.63
TAKAHAMA-1PWR M (3-loop) 780 98 56.49
TAKAHAMA-2PWR M (3-loop) 780 98 57.22
TAKAHAMA-3PWR M (3-loop) 830 97 72.68
TAKAHAMA-4PWR M (3-loop) 830 97 71.1
TOKAI-1 GCR MAGNOX 137 89 70.77
TOKAI-2 BWR BWR-5 1060 97 57.33
TOMARI-1 PWR M (2-loop) 550 97 61.36
TOMARI-2 PWR M (2-loop) 550 97 59.8
TOMARI-3 PWR M (3-loop) 866 91 22.65
TSURUGA-1 BWR BWR-2 340 100 60.4
TSURUGA-2 PWR M (4-loop) 1108 97 57.48

Unit Type Model RUP [MWe] Data 
Completeness % LF [%]*

FUKUSHIMA-DAIICHI-1 BWR BWR-3 439 100 53.32
FUKUSHIMA-DAIICHI-2 BWR BWR-4 760 100 60.77
FUKUSHIMA-DAIICHI-3 BWR BWR-4 760 100 65.27
FUKUSHIMA-DAIICHI-4 BWR BWR-4 760 100 70.02
FUKUSHIMA-DAIICHI-5 BWR BWR-4 760 100 65.5
FUKUSHIMA-DAIICHI-6 BWR BWR-5 1067 100 64.19
FUKUSHIMA-DAINI-1 BWR BWR-5 1067 100 58.26
FUKUSHIMA-DAINI-2 BWR BWR-5 1067 100 56.6
FUKUSHIMA-DAINI-3 BWR BWR-5 1067 100 50.3
FUKUSHIMA-DAINI-4 BWR BWR-5 1067 100 52.94
GENKAI-1 PWR M (2-loop) 529 100 68.44
GENKAI-2 PWR M (2-loop) 529 100 64.52
GENKAI-3 PWR M (4-loop) 1127 96 62.12
GENKAI-4 PWR M (4-loop) 1127 96 61.91
HAMAOKA-1 BWR BWR-4 515 100 47.86
HAMAOKA-2 BWR BWR-4 806 100 59.6
HAMAOKA-3 BWR BWR-5 1056 97 56.07
HAMAOKA-4 BWR BWR-5 1092 96 53.62
HAMAOKA-5 BWR ABWR 1325 94 20.14
HIGASHI DORI-1 (TOHOKU) BWR BWR-5 1067 93 30.05
IKATA-1 PWR M (2-loop) 538 100 69.04
IKATA-2 PWR M (2-loop) 538 100 67.86
IKATA-3 PWR M (3-loop) 846 96 67.68
KASHIWAZAKI KARIWA-1 BWR BWR-5 1067 97 49.16
KASHIWAZAKI KARIWA-2 BWR BWR-5 1067 97 42.57
KASHIWAZAKI KARIWA-3 BWR BWR-5 1067 96 39.5
KASHIWAZAKI KARIWA-4 BWR BWR-5 1067 96 37.72
KASHIWAZAKI KARIWA-5 BWR BWR-5 1067 97 48.5
KASHIWAZAKI KARIWA-6 BWR ABWR 1315 96 48.66
KASHIWAZAKI KARIWA-7 BWR ABWR 1315 96 43.99

⽇本の原発の設備利⽤率の平均：55.67%
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経産省案のポイント6 稼働年数
• 稼働年数は2015年WG当時、40年、60年で計算し、代表例は40年とされた。
• 現実に世界で稼働している原発の最⾼齢はスイス・ベツナウ原発1号機（→よく⽌まる）で52年
である。世界に60年稼働した原発は現状存在しない。

• ⽶国では80年稼働が認可された原発も確かに存在するが、60年稼働が認可された原発でも経済
性の観点から60年に満たず廃炉にした原発も複数存在。

• ⽇本でも60年稼働が認可されたからといって、60年の稼働が保証されたわけではない。よって、
保守的に40年で計算するべきである。
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世界の稼働中原発（研究炉含む）の稼働年数別基数

平均：31.07年
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経産省案のポイント7：運転維持費

出所：資源エネルギー庁（2021）「発電コスト検証WG【原⼦⼒】」4⽉12⽇（総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ、第
3回会合、資料2）,p.26

• 前回、これに基づき3.3円/kWh程度と計算された。
• しかし、直近の再稼働原発では、これを⼤きく上回る運転維持費となっている。
• 電⼒3社平均で、2017年4.02円/kWh、2018年4.40円/kWh、2019年5.10円/kWh(いずれも、設備利⽤率

70％で割り戻した数値）
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既設炉のコスト
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⼀⽅、既設原発の発電コストはどうなっているのか

•新設原発
• 新規建設すると建設費が上昇している
• 安全対策費が上昇している → したがって⾼い

•では既設原発は？
• 減価償却が終わっているので安い（ハズ）
• 再稼働原発は安い（ハズ）
• 再稼働準備原発も当然安い（ハズ）

→ 計算してみる
48

→ 本当なのかどうか、検証することなく、エネルギー基本計画の策定議論を
⾏っている。



原⼦⼒発電の現状

• 運転期間→ 運転期間の途中での変更
• 延⻑ 40年から60年へ（規制委員会の認可が必要、1回限り）
• 停⽌ 追加的安全対策⼯事、差し⽌め訴訟、事故・トラブル、政治的要請
→ 既設炉のコストを計算するには、運転期間の減少を考慮する必要がある。

• 資本費
• 追加的安全対策⼯事（平均2200億円規模に）
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試算にあたっての考え⽅

• 考え⽅の基礎
• 建設費をゼロとする。
• 2011年度以降の投資判断が正しかったかどうか。したがって、2011年度以降に要
した費⽤のみ想定する。
• 追加的安全対策費
• 運転保守費
• 燃料費
• 社会的費⽤（2016年12⽉に21.5兆円と試算された）

• 計算⽅法
• 発電コスト検証WGの計算⽅法を基本とする
• 2021年度以降全機再稼働する。その後は訴訟等による停⽌はなく、2010年度以前
の平均設備利⽤率70％を達成する。

• 40年、60年運転を考える。
※ 運転許可が正式にでているのは美浜3号、⾼浜3,4号、東海第⼆
• 追加的安全対策投資額を原⼦炉毎に考慮。停⽌期間も同様に考慮。



51



60年運転（社会的費用を含まないケース）

2022年度

以降の設

備利用率

高浜1 高浜2 高浜3 高浜4 大飯3 大飯4 美浜3 伊方3 玄海3 玄海4

10% 98.3 98.0 38.9 53.1 31.2 31.8 128.0 35.5 47.4 34.7

20% 49.9 49.8 25.6 29.8 20.4 19.4 64.8 25.7 28.9 23.3

30% 33.8 33.7 19.3 21.0 15.3 14.2 43.7 20.3 21.0 17.7

40% 25.7 25.6 15.6 16.4 12.4 11.4 33.1 16.8 16.6 14.4

50% 20.9 20.8 13.2 13.5 10.5 9.6 26.8 14.5 13.9 12.2

60% 17.7 17.6 11.5 11.6 9.2 8.3 22.6 12.7 12.0 10.7

70% 15.4 15.3 10.2 10.2 8.2 7.4 19.6 11.4 10.6 9.5

80% 13.6 13.6 9.2 9.1 7.4 6.7 17.3 10.4 9.5 8.6

90% 12.3 12.3 8.4 8.3 6.8 6.2 15.6 9.5 8.7 7.9

試算例（2011年を起点とした場合の評価）
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60年運転（社会的費用を含まないケース）

2022年度

以降の設

備利用率

泊1 泊2 泊3 女川2
柏崎刈

羽6

柏崎刈

羽7
浜岡3 浜岡4 志賀2 島根2

東海第

2

10% 101.0 74.7 37.5 68.9 60.3 78.7 46.6 42.8 61.8 67.7 98.1

20% 52.7 42.8 23.8 43.4 38.0 43.8 30.4 28.4 31.6 42.4 53.8

30% 36.0 30.3 17.6 31.9 28.0 30.6 22.7 21.4 21.6 31.1 37.3

40% 27.5 23.6 14.2 25.4 22.3 23.7 18.3 17.3 16.6 24.7 28.8

50% 22.4 19.4 11.9 21.2 18.6 19.5 15.4 14.6 13.6 20.5 23.5

60% 18.9 16.6 10.3 18.2 16.0 16.6 13.3 12.7 11.6 17.7 19.9

70% 16.5 14.5 9.2 16.0 14.1 14.5 11.8 11.3 10.1 15.5 17.4

80% 14.6 12.9 8.3 14.4 12.7 12.9 10.6 10.2 9.1 13.9 15.4

90% 13.2 11.7 7.6 13.0 11.5 11.7 9.7 9.3 8.2 12.6 13.9

試算例（2011年を起点とした場合の評価）
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既設炉は、これからも⾼くなる
試算例（中部電⼒浜岡3〜5号機）

2011年以降、原⼦⼒発電所の再稼働を進めるとした政策は失敗。電⼒会社も経営判断に失敗した。
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「浜岡原発『経済優位性なし』」『静岡新聞』2021年
5⽉16⽇⼀⾯



まとめ
• 原発のコストは膨⼤である。「負の遺産」処分の⽅針が未確定であるため、
コスト計算できない部分が多い。
• エネルギー基本計画は、原⼦⼒発電が安価であることを前提してきた。新
しいエネルギー基本計画も同様である。
• 既設原発の発電単価は、追加的安全対策が⾼く、かつ、運転停⽌期間が⻑
いため、⾼くなっていると考えられる。
• エネルギー基本計画は、保守的な想定（つまり現実に基づくコスト計算）
を基礎につくるべきである
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補⾜

環境の被害とコストそもそも論
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費⽤そもそも論
• 社会的費⽤論アプローチ(K.W. Kapp）〜被害の総合的把握

• 実物ベースでの認識を基盤とする。
• 影響と被害

• 経済計算
• 経済計算(account) の対象
• 経済計算の対象外(unaccounted costs)となっているもの
→ 被害者、将来世代に押しつけられる費⽤

• 経済計算の3つのカテゴリー
• 影響/被害の実態
• 影響/被害の擬制的貨幣評価
• 影響/被害に対する費⽤⽀出
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現実の環境問題においては、それぞれ
を把握すること⾃体が⾮常に難しい。


